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第２８回国土審議会土地政策分科会企画部会 

平成２８年５月２４日 

 

 

【総務課長】  それでは、まだお見えになっていない委員の方もいらっしゃいますけれ

ども、定刻でございますので、ただいまより土地政策分科会企画部会、２８回になります

けれども、開催をさせていただきます。 

 改めまして、本日皆様にはご多用のところご参集いただきましてありがとうございます。

私は事務局を務めさせていただきます土地・建設産業局総務課長の川﨑でございます。ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 まず、資料の確認でございます。本日、お手元にお配りしている資料でございますけれ

ども、議事次第に記載のとおり、資料１から７、参考資料の１、２ということでございま

す。ご確認をお願いできればと思います。また、あわせて座席表もお手元に置かせていた

だいておりますので、ご参照いただければと思います。 

 資料の不足等ございましたら、議事の途中でも結構でございますので、事務局にお申し

つけいただければと存じます。よろしゅうございますでしょうか。 

 また、審議の中でご発言をいただく際には、目の前にございますマイクのスイッチをオ

ンにしていただきまして、ご発言の終了の後はスイッチをオフにしていただきますようお

願いを申し上げます。 

 これから議事に入りますので、カメラ撮りはこれまでとさせていただきたいと思います。

以降は中井部会長に進行をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【中井部会長】  それでは、早速ですけれども、議事次第に従いまして進行させていた

だきます。本日の議題は取りまとめの方向性についての２回目ということでございます。 

 まず、前回までの企画部会で委員の皆様からいただいたご意見や、遊休不動産の現状と

課題に関する補足説明について事務局が整理をしておりますので、説明をお願いいたしま

す。 

【総務課企画専門官】  土地・建設産業局総務課の峰村でございます。よろしくお願い

いたします。私からは資料１と２についてご説明いたします。 

 まず、資料１をごらんください。前回いただきましたご意見についてまとめたものでご

ざいます。まずは今後の土地政策の方向性についてということで、下線部でございますけ
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れども、国民の土地の利用の仕方はどうあるべきか、時代が変わっても変わらない大義名

分を打ち出すべきというご意見。それから、長期的な人口減少という有史以来初の大きな

歴史的転換点にあり、それを踏まえた施策に改革していくことを強調すべき。それから、

ゼロ金利政策など、不動産市場は極めて不透明な状況に入っていると。実体経済から乖離

しないことを強調してほしいというご意見。それから、前回、土地政策の新たな目標とい

うことで、最適活用というご提案をいたしておりますけれども、最適という言葉について

は、限られた土地資源を最大限活用する場合にはよいが、土地が余っていく中で個々のよ

い使い方を積み上げていく手法が重要になっていると。例えば、創造的という言葉が今の

時代に合っているのではないかというご意見がありました。また、新しい土地需要を喚起

するような方向性や、成長分野を増やしていくというニュアンス、あるいは将来的なリス

クや不確実性を除去して、確実な成長を目指すという方向性があってもよいのではないか。

それから、最適ということについて同じくご意見をいただいていまして、現在については

最適という捉え方がさまざまな解釈があり得るということを踏まえて検討してほしいとい

うご意見がございました。それから、外国から人や資金を流入することによって、ヒト・

モノ・カネ・情報の流通を増やすことが重要だというご意見がございました。 

 ２ページ目でございます。空き家や空き地に関しまして、まず、空き家バンクの取り組

みについては、首都圏などから移住対策をパッケージにして取り組むことが成功の一つの

ポイントではないかというご意見。それから、利活用が有望でない空き家は除却するのが

基本であって、除却・更地化が進むと隣地購入が促進されるのではないかというご意見。

利活用が有望でないストック数が相当数ある状況をクローズアップしていく必要がある。

それから、空き家問題について、今後土地利用計画を改めて考え直す必要があるのではな

いかというご意見や、土地の有効利用を促進するための税制を構築すべきというご意見を

いただきました。それから、空き家・空き地が一定割合になったときは集約して、まとま

った面としての展開を図っていくことが必要であるというご意見。その際、農地が入ると

難しい課題があるというご意見がございました。 

 ３ページでございますけれども、クラウドファンディングを通じた空き家の再生が図ら

れる仕組みができたらよい。それから、ピンポイントの需要を生かすことが重要であって、

定期借地権制度を有効利用できないかというご意見をいただきました。 

 それから、所有者の所在が不明な土地等の活用が困難な土地の管理ということで、幾つ

かご意見をいただいております。まず、土地の所有者が保有に熱意を失った土地について
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は、手順を定めて公的な管理に移す仕組みが必要ではないか。それに関しましては、公的

な管理に委ねるという線引きをどうしていくのかが大きな課題であるというご意見。それ

から、宅地の中には担保価値を持たないものも出てきているので、そういった土地を管理

する方向性をひもづける手法が必要ではないかというご意見。それから、土地の活用、管

理主体を再編、再確立していくことが必要で、税制や法人制度の検討も含めて、新しい土

地の管理の仕組みづくりをしていく必要があるというご意見をいただきました。 

 次に４ページでございますが、安全な土地利用ということについて、高度経済成長期等

に急激に開発された造成地等の問題、これについても、近年の災害の巨大化の状況とあわ

せて検討していく必要があるというご意見をいただきました。 

 簡単でございますが、前回のご意見の紹介は以上でございます。 

 続きまして、資料２をごらんいただけますでしょうか。前回、遊休不動産の現状と課題

ということで、ご説明する中で委員からご質問がありまして、法人が所有している空き地

がなぜ減っているのかというご質問がございました。１枚めくっていただきまして、表紙

の裏でございますけれども、前回、右側のグラフをお示ししまして、法人が所有する宅地

なのに占める空き地割合が減っているということでございますけれども、この理由の一つ

として考えられますのが、左側のグラフを見ていただきますと、法人が所有する土地利用

の変化ということで、平成１５年から平成２５年の変化を見ますと、空き地面積が５６平

方キロメートル減少していますけれども、それ以上に駐車場の面積が増えているという傾

向が見てとれます。空き地の中には建物が建って活用されているものもあると思いますけ

れども、大きな傾向としては、駐車場に活用されることによって法人の所有する空き地が

減っているのではないかということが言えると思います。 

 それに関連しまして、次のページですけれども、世帯について見るとどうかということ

でございますけれども、左上のグラフについて見ますと、駐車場につきましても若干増え

ている傾向でございますけれども、それ以上に空き地が大きく増えているということでご

ざいます。その内訳を右にありますように、取得方法別や土地の取得時期について少し詳

細を調べますと、平成１５年から２５年にかけまして増えている空き地の面積で取得方法

について見ますと、相続・贈与で取得したものの割合が圧倒的に多いということになって

おります。また、取得時期につきましても、平成に入ってから取得されたという空き地が

今回の空き地の増加の大半を占めています。特に平成の２桁台に入ってから取得された空

き地の増加が顕著でございます。こういうことから、世帯については相続などの個別的な
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事情で空き地が増えていることが顕著であるということが言えるのではないかと考えてお

ります。 

 以上、補足でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。補足の説明につきまして、委員の皆様から

何かコメント等はございますか。よろしいですか。 

 それでは、本日の議事進行でございますけれども、事務局より、土地・不動産活用のた

めの鑑定評価の充実について、さらに地籍整備の促進についてご説明いただいた後、そこ

で一旦質疑応答を行いたいと思います。その後、企画部会取りまとめ案のポイント、施策

の方向について、取りまとめ骨子案についてご説明いただき、質疑応答と意見交換を行い

たいと思います。後半のほうが本日の主要な議題ということになります。 

 それでは、土地・不動産活用のための鑑定評価の充実についてご説明をお願いいたしま

す。 

【地価調査課長】  地価調査課長の上野でございます。よろしくお願いします。 

 資料３に基づきましてご説明させていただきます。前回の企画部会の資料のとりまとめ

の方向性の中に鑑定評価の充実とありまして、本日、その内容についてご説明させていた

だきたいと思います。 

 １ページをごらんいただきたいと思います。土地・不動産活用のための鑑定評価の充実

ということで、我が国経済の生産性向上のための土地・不動産の有効活用に向けて、情報

基盤である鑑定評価の充実を図るため、不動産鑑定士の質の向上と活用促進が必要と考え

ております。 

 不動産鑑定士の質の向上、この左側でございますけれども、不動産鑑定業務に関しまし

て、３点課題を挙げております。右側の不動産鑑定士の活用促進でございますが、これは

不動産鑑定評価の隣接・周辺業務といたしまして、不動産鑑定士は不動産に関し調査・分

析したり、相談に応じることができますけれども、ＰＲＥの利活用などを行う地方公共団

体に対して、事業採算性に即した案件作成などを不動産鑑定士が支援するための環境を整

備していく必要があるのではないかというものでございます。 

 それでは、不動産鑑定士の質の向上の３つの課題につきまして、それぞれ説明いたした

いと思いますが、２ページ目をごらんいただきたいと思います。 

 まず、不動産鑑定士の専門性を認定する仕組みの構築についてということでございます。

ご存じのように不動産投資市場はＪリート資産総額が約１４.６兆までに達するとともに、
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さらに倍増を目標とするという中で、また、Ｊリートによる不動産の取得は地方都市にま

で広がりを見せるなど、今後もさらなる持続的成長が期待されております。一方で、鑑定

評価は市場の透明性向上に重要な役割を担っておりまして、市場の持続的成長に適切に対

応するために、さらなる信頼性向上を図っていく必要があります。このために、証券化対

象不動産などの評価ができる不動産鑑定士の育成を行っていこうというものでございま

す。 

 その仕組みとしましては、専門的知識・実践力を体系的に習得するプログラムを策定い

たしまして、このプログラムを受けた不動産鑑定士に対して専門性の客観的な表示・証明

をしていこう、この表示・証明をされたものを使って、機関投資家などの利用者に活用し

ていただこうという仕組みでございます。 

 基本的事項としましては、制度の運営は日本不動産鑑定士協会連合会が担うということ

として、鑑定士だけではなくて、学識経験者、市場関係者などから構成される委員会を設

置いたしまして、重要事項を審議しながら進めていく。対象は不動産鑑定士に限った、こ

ういった専門性のプログラムをつくって、客観的に表示・証明していこうという仕組みを

これからつくっていこうというものでございます。 

 ３ページ目でございます。２つ目の課題でございますが、動産を含む事業用不動産など

の評価についてでございます。 

 不動産投資市場が拡大するにつきまして、投資される対象もだんだん多様になってまい

りました。ホテル・ヘルスケア施設などの事業用不動産、再生可能エネルギー発電設備な

どの立地する不動産など、こういったものが鑑定評価の依頼に出てきております。これら

の不動産は他の用途に比べて、資産額に占める動産のウエートが高い傾向にございます。

下の表を見ていただきたいんですけれども、左側の表でございますが、ホテルにつきまし

ては５％から１５％あるいは２０％、ヘルスケアにつきましては、病院については上限が

２０％あるいは３０％、老人ホーム、サービスつき高齢者住宅につきましては、上限が１

２％あるいは１５％と、このように資産に占める動産の割合が大きくなってきております。 

 こういった中で、ホテル・ヘルスケア施設、あるいは再生可能エネルギー発電設備など

において、不動産とともに動産を一体として評価してほしいという依頼が不動産鑑定士に

対して増えてきている状況でございます。その傾向は右下のグラフに出ておりますけれど

も、平成２５年１月から平成２７年１２月３１日までに日本不動産鑑定士協会連合会の会

員に対して調査を行ったものでございまして、大手業者を中心とした２２０業者による回
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答によりますと、ホテルが動産を含んで依頼された評価件数が４８８件、ヘルスケアが３

５４件、インフラにおいてもメガソーラーが２７件、その他が３６件といった状況になっ

ております。このような状況を受けまして、連合会としましても、不動産と一体となった

動産評価の手法をまとめて、来年度から会員への研修実施を行う予定でございます。 

 一方、このような中で、不動産鑑定士が行う動産評価につきましては、不動産鑑定評価

法の対象外であるという中で制度的には不安定な状態、具体的に言いますと、不動産鑑定

評価額にこういう動産評価が入ったり、入っていなかったりといったことがある状況でご

ざいます。そういった鑑定評価の信頼性向上の観点からも、不動産と一体となった動産も

配慮した評価手法を確立することで、鑑定評価の充実を図る必要があるのではないかとい

うのが課題でございます。 

 続きまして４ページでございます。不動産と動産といったテーマでは、過去にも一度法

制定時に議論になったことがございますので、ご紹介をいたしたいと思います。 

 不動産財団と不動産鑑定評価ということでございますが、不動産財団というのは、工場

財団とか観光施設財団などでございますが、財団を構成する動産、不動産及びさまざまな

権利をまとめて１個の不動産とみなすというのが法律上規定されておりまして、その上に

抵当権を設定することが法律で認められております。この評価につきましては、個々の担

保物件の価値を単純計算して合算するというよりも、不動産を含むさまざまな権利を１個

の不動産とみなして担保評価するということで、全体として担保価値の増大がもたらされ

る効果がございます。宅地制度審議会第２次答申、昭和３８年３月６日の答申におきまし

ては、不動産鑑定評価制度の鑑定評価の対象とする不動産に不動産財団を含むということ

まで盛り込まれておりましたけれども、立法時には見送られたという経緯がございます。 

 下の逐条解説を抜粋しておりますけれども、当時は「法律をもってこの担保価値の評価

行為を規制するだけの公益性が認められる状況に至っているとまでは断定しがたい」とあ

ります。当時は金融機関が各自のルールで不動産財団の担保評価を行っていたという経緯

があるようでございまして、一つのルールで規制されるということが適当な状況ではなか

ったようでございます。現在では不動産の担保価値の中心が土地であるということもあり

まして、金融機関が外部に委託する場合は、子会社である不動産鑑定業者か大手の不動産

鑑定業者が独占的に行っているようでございます。右下にありますように、連合会の不動

産財団に対する評価実績はこのような状況になってございます。 

 ３つ目、最後の課題でございますが、農地の鑑定評価に関する現状と課題ということで
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ございます。 

 近年、農地において公的部門の評価、競売、公売、課税評価などございますけれども、

こういった評価、あるいは担保価値の査定、相続財産の評価など、社会的な要請に基づく

中立的な立場に立脚した評価依頼が出てきております。これは下の表に農地評価の主なニ

ーズということでまとめております。それぞれ平成２４年、２５年、２カ年の実績、仕事

を受けた業者数がどれだけあるかということをそれぞれについてまとめたものでございま

す。 

 このように、新たに農地の評価についても評価依頼が出てきておりまして、平成２５年

に不動産鑑定士協会連合会がまとめた農地の鑑定評価手法を、今、１,０００名近い不動産

鑑定士が研修・受講しています。平成２９年３月には実務指針をさらに取りまとめる予定

で、本格的に施行していこうという流れがございます。 

 しかし、現行制度では不動産の鑑定評価に農地等、農地を農地として取引する価格の鑑

定評価は除かれ、評価に含まれないということになっております。そのために、こういっ

た評価ニーズが出ておりましても、評価基準が存在しないという不正常な状態がありまし

て、鑑定士の評価にばらつきが生じて、仮にばらつきによって依頼者にも損害が及びかね

ない可能性もありますし、さらに鑑定士・鑑定業者の訴訟リスクにも発展する懸念はある

という状況でございます。本来であれば課題のところにありますように、統一的な鑑定評

価基準の策定、国による鑑定士への適切な指導・監督が求められるというところでござい

ます。 

 この課題も次の６ページの参考にありますように、農地を農地として取引される価格の

評価については含まないということにつきまして、法律制定時に定められておりまして、

附帯決議もあるという状況でございます。 

 以上で鑑定評価の充実につきまして説明を終わらせていただきます。 

【中井部会長】  それでは、続いて地籍整備の促進についてもご説明をお願いいたしま

す。 

【地籍整備課長】  地籍整備課長の渡辺でございます。よろしくお願いいたします。資

料については資料４をごらんください。 

 まず３ページでございます。地籍調査の概要ということで、地籍調査は昭和２６年制定

の国土調査法に基づきまして、１筆ごとの土地の境界や面積等を調査しまして、地籍簿及

び地籍図を作成いたします。その成果については、登記所の備えつけ地図に活用されると
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いうことでございます。 

 そもそも、土地の１筆ごとの位置、形状、面積等の姿は、明治時代の地租改正時に調査

をされた公図ということであらわされてきました。これは真ん中にある左側の図ですけれ

ども、かなり実際とは異なる図面ということでございます。したがいまして、地籍調査で

は境界を示す客観的な証拠だとか、あるいは土地所有者等による境界確認を行いまして、

これを正確に測量して、土地の１筆ごとの姿を正確に記録、図面化していく調査というこ

とでございます。 

 地籍調査により土地の境界が明確にされていてれば、自然災害により大きな被害を受け

た地域であっても容易に境界が復元されまして、迅速な復旧・復興に大きな役割を果たす

ということで、左下にございますとおり、東日本大震災の津波被災地である宮城県名取市

において、防災集団移転事業につきまして境界調査・測量の期間が大幅に縮減をいたしま

して、迅速な復旧・復興に役立っているという一例がございます。 

 また同様に、土地境界の明確化は民間開発事業の円滑化にも大きな役割を果たすことが

期待されるものでございまして、右下の例ですが、地籍調査が未実施であった六本木ヒル

ズは官有地、あるいは民有地の境界確認に相当苦労したということで、境界調査だけでも

４年もの期間を要したという一例もございます。 

 ４ページをごらんください。地籍調査の現状についてでございます。国有林や、あるい

は公有水面等を除く国土のおおむね４分の３を対象として実施をしているところでござい

ますが、現時点の進捗率は表にございますとおり、全体で５１％。特に都市部、ＤＩＤ、

あるいは林地でおくれている状況でございます。また、地域別に見ましても、関東、ある

いは近畿の都市を多く抱えるような府県を中心に進捗が大きくおくれている現状にござい

ます。 

 ちなみに、ボリューム感で申しますと、固定資産税に関する統計では全国の土地の筆数

が１億７,０００万筆という統計もございます。また、法務省の統計によりますと、１年間

に分筆、合筆等による表示登記が変更される土地が４８０万筆ということで、こういった

大きなボリュームの中で地籍調査を進めているというところでございます。 

 下の折れ線グラフを見ていただきますと、東日本大震災以降、地籍調査の実施市町村数

が多く増加をしているということで、地方公共団体で地籍調査の重要性に関する認識が広

まっていると受けとめてございます。 

 ５ページをごらんください。地籍調査につきましては、現在、特別措置法に基づく閣議
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決定をされた第６次十箇年計画により進めているということでございます。国土調査全体

のボリュームが非常にある中、地域を絞り込んで都市部や森林施業が行われている山村部

を優先的に実施する計画とされております。また、地籍調査以外により得られました、地

籍調査と同等以上の正確さを有する測量や調査成果の活用についてもあわせて行っていく

計画とされているところでございます。 

 ６ページをごらんください。６次十箇年計画の後半戦を迎えるに当たりまして、本日ご

出席をいただいております清水先生や、あるいは山野目先生にもお手伝いをいただきなが

ら、後半戦の基本的な方向や具体的な取り組みについて中間見直しの報告を取りまとめて

ございます。 

 十箇年計画を基本としながら、災害の備えなど緊急性の高い地域での実施を優先しまし

て、特に南海トラフ地震の津波浸水想定地域等においては、地籍調査の前段となります、

都市部官民境界の情報、これは国が整備することとしております。また、高齢化による境

界情報が失われつつある山村部におきましては、国が実施しております山村境界基本調査

において、航空写真等を活用して隣地境界情報の確認・保存を行う手法の検討も行ってい

るところでございます。 

 ８ページをごらんください。第６次十箇年計画の後半戦、あるいはその先も見据えなが

ら方向性を整理したものでございます。 

 地籍調査のニーズは非常に増加していく状況にある一方、予算や実施体制には一定の制

約がございまして、より効果の高い地籍整備の推進が求められている状況でございます。

このような背景を踏まえまして、１つ目としては、地域の絞り込みと合わせまして、社会

資本整備との連携強化によって、一層効果の高い調査を支援していくという方向性。また

２つ目としては、進捗率だけではなく、地籍調査実施の効果だとか、あるいは未実施の影

響といったものが国民に伝わりやすい目標や指標を設定して、国民の理解を広げていこう

という方向。さらに３つ目といたしましては、区画や権利数が多数の密集市街地、あるい

は過疎、高齢化で境界情報が急速に失われつつある山村といった地域特有の課題に有効な

調査手法の検討を進めていこうということ。それから４点目、国土調査以外の成果のさら

なる活用の検討といったことを見ながら取り進めていく考えでございます。 

 ９ページはその参考資料ということで、説明は省略させていただきます。 

 １０ページでございます。今、申し上げましたとおり、効果が高い調査という観点と、

さらに、もう一方では効率的な調査という観点も重要でございます。人工衛星から送信さ
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れる電波を利用したＧＮＳＳ測量、あるいは高性能な測量機器を用いた測量といったもの

が一定程度普及してきたことを踏まえまして、本年４月には国の作業基準を改正いたしま

して、それらの測量方法を現場においても活用していくこととしたところでございます。

今後は、さらに衛星通信や衛星デジタル写真、あるいはドローンなどの技術革新の状況も

把握しながら、地籍調査のさらなる効率化に向けて必要な検討、検証を行っていく方向で

ございます。 

 また、最後のポツですけれども、土地所有者等による境界確認が必要となる一筆地調査

においては、その土地所有者等の情報を円滑に収集するための関係省庁との連携について

検討していくことが必要だと考えてございます。 

 これに関連をいたしまして、最後のページをちょっと見ていただきたいんですが、一筆

地調査を実施しております地区に対してアンケートを行った結果ということでございま

す。左側のフロー図にあるとおり、一筆地調査では所有者等の所在を得るために、まず登

記簿を調査いたします。そして、登記簿でわからない場合には、さらに戸籍や住民票など

で追加調査をするという手順で行ってまいりますけれども、右の表に示すとおり、登記簿

で所在がわかった割合、これは筆数をベースとしておりますが、その割合が約８５％、そ

れから追跡調査で所在がわかった割合、これが約１５％、最終的に所在不明といったもの

が０.３１％という結果で、所在不明というものは意外に少ない印象ではございます。しか

しながら、追跡調査に必要な個人情報については、保護法の関係もございまして、担当部

局から提供が受けにくいといった状況になっていると実施主体である市町村から聞いてい

るところでございます。 

 今後、所有者不明の土地が増加していくと見込まれるもとで、円滑な一筆地調査の推進

に向けて、関係省庁との連携も必要であろうかと認識をしているところでございます。 

 以上、簡単ですが、説明を終わらせていただきます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの鑑定評価の充実と、それから地籍調査に係るご説明につきまして、

委員の皆さんから質問やコメント等ございましたらお願いしたいと思います。いかがでし

ょうか。 

【木村委員】  いいですか。 

【中井部会長】  どうぞ。 

【木村委員】  不動産の鑑定評価の充実、これはよくわかります。資料３の１ページ目
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の一番上に書いてあります「情報基盤である鑑定評価の充実を図るため」ということで、

鑑定士の質の向上、活用推進が必要であろうと、これはよくわかります。 

ただ、ものすごく鑑定士のことを万能に書きすぎている感じがする。我々の不動産の実務

の段階で、鑑定士の方というのは今動いている不動産の評価とかいうのは的確にやってい

ただける。ただ、非常に今回の場合は意義深いのだと思いますけど、そういった面で活躍

いただくのはいいのですが、公的用地の利活用で彼らの英知を使いたいということでは、

彼らはおそらく事業の創造とか、あるいは利用価値を創造していくことは現状ではできな

いと思うし、おそらくいろいろ育成してやろうとしているかもしれませんけど、それはか

なり時間がかかるということ。それからもう一つは、やっぱり事業リスクがとれない。 

 そういった意味では、この書き方は、非常に鑑定士は万能という感じになっているので

すが、例えば不動産の開発とか、不動産の価値の増大というのは我々民間のディベロッパ

ーはかなり得意としているところでもあるし、不動産の流通とかいうものが必要であれば、

仲介をやっていらっしゃる方もいる。そういった意味では、鑑定にちょっと寄り過ぎてい

る面が強いので、鑑定評価を充実させるのは結構だと思いますけど、プラス民間企業をど

うやってうまく使っていくかというところに少し論点の力点を置いたほうがいいのではな

いかなという気がします。 

 ＰＦＩとか今いろんなことをやっていますし、そういった意味では鑑定士だけではなく、

民間でＰＦＩとかそういうものをうまく活用していく世の中の動きになっているわけです

から、そういった意味でも時宜にある意味ではかなっているところもあるので、この辺は

少し鑑定に寄り過ぎているかなという感じがしていますので、その辺をちょっと考えてい

ただければありがたいなと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかに委員の皆さんから、今、鑑定の話になっているので、それに関連することがあり

ましたらコメントを。奥田さん、行きますか。 

【奥田委員】  今、木村委員からお話がございましたように、確かに鑑定士は事業の中

で、自分で保有をして投資をしてという形ではなくて、むしろ第三者的な立場から意見を

言うという形での活用が多いかと思います。その分、リスクもとらない分リターンも少な

いという業界でございまして、その中でそれなりの信頼性を確保しながら業務をやってお

りまして、公的なニーズもたくさんいただいているという状況にあります。 
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 この中で動産を含む評価という部分がございますけれども、実際、海外の評価基準、国

際評価基準というものがありますけれども、その中では当然に評価人というのは動産も含

め、不動産以外の資産の評価を行うということが明確に記載をされておりまして、評価基

準もあります。欧米の評価人も当然に不動産以外の資産評価もやっているという中で、日

本においては不動産の位置づけが高いと、不動産鑑定士の位置づけというのもあって、不

動産に特化をした評価基準、これがかなり精緻化をされてきたという側面があります。一

方で動産については、明確な評価基準が従前なかったと認識をしておりまして、今後のい

ろいろな多様化の中で、ここの部分はぜひつくっていかなければならないと考えておりま

す。 

 現実に、例えば証券化不動産の鑑定評価においても、平成１９年に証券化不動産の鑑定

評価基準ということで各論３章をつくったわけなんですが、これによって収益費用項目の

比較可能性が抜群に上がっています。リートさんが開示をされている情報があれだけきれ

いな形で、表形式で比較できるようになっているのは、各論３章で統一的な項目をつくっ

たと、それを基準として鑑定士に周知をさせて、それに基づく評価書を作成させていると

いうところがあります。 

 そういった形で今後成長性が見込まれる分野、特に重要性が高いと思われる分野につい

ては、鑑定評価を活用する方たちのためにも明確な基準をつくって、鑑定士の中で齟齬の

ないよう、問題が起こらないような形での評価方法をぜひ確立する方向でやっていただけ

ればと思っております。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかには鑑定士制度につきまして、何かコメントございますか。なければ事務局からお

願いします。 

【地価調査課長】  １点目につきましては、不動産鑑定士の活用促進ということでござ

いますけれども、奥田委員からもお話いただきましたけど、第三者的立場から意見を言う

ということで、不動産鑑定士が最有効使用の判断を日ごろ行っていく中で、その長所をど

のように活用できるか、どのように加わっていけるかという視点で、ちょっとその点を深

掘りして、不動産鑑定士に広めたいという趣旨で書かせていただいておりますので、そう

いう趣旨で深めていきたいと考えています。決して事業リスクをとって事業をするという

観点で不動産鑑定士を使っていくという趣旨で書いているものではございません。 

【木村委員】   
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 いや、十分わかってはいますが、こういう書き方では、鑑定士をうまく使えば全ての公

的不動産の利活用がうまくいくという全体の流れがあまり適切ではないかと。鑑定士さん

をどんどん育てて、鑑定士さんの知見をうまく使っていくというのは非常に重要なことだ

と思っています。 

【地価調査課長】  わかりました。表現ぶりにつきましては工夫いたしたいと思います。 

 それと、動産を含む不動産の評価につきましては、非常に変化の激しい分野でもござい

ますので、今後、海外の評価基準も見ながら検討を深めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  私からちょっと簡単な質問なんですけど、最初の証券化対象不動産に

ついては、鑑定士さんの中で何か特別な称号をということなんですけれども、これは当面

この領域で、後々は、後で出てきた農地とか、類例として適切かどうかわかりませんけれ

ども、建築士の中に構造建築士とか設備建築士みたいなのにしていくようなイメージをお

持ちなのか、それとも証券化対象不動産に限ってこういうことをお考えなのか、そのあた

りはどうですか。 

【地価調査課長】  まずは、証券化不動産というか、事業用不動産のホテルとか、それ

からヘルスケアとか新しい施設につきましての研修プログラムをつくって、そのプログラ

ムを受講したことを表示していこうと考えておりますけれども、将来的には農地とか、そ

ういう新しい分野についても広げていくことも考えられると思っております。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、地籍調査も含めてコメントいかがでしょうか。染谷委員、どうぞ。 

【染谷委員】  地籍調査のほうについてですが、これは事業主体が市町村ということで、

まさに私がやっているところであるんですが、補助事業であるにもかかわらず、こんなに

全国的に差が出ている、県によって大きな差が出ているところはないなと。北と南は大変

に進んでいるような気がしますが、南海トラフが心配される東海、近畿あたりは非常にお

くれていまして、全国平均は５１％ということなんですが、静岡県は２４％ですし、愛知

県１３％、三重県９％、大阪１０％というような状況であります。しかも、この静岡県、

２４％の進捗率を１００％にするのに、今のままの予算づけだと、あと３００年かかる

という状況なんですね。 

 実際、３.１１の後、国の補助が全く変わらない中で、緊急性の高いいわゆる津波対策

に係る沿岸地域を優先的に予算配分されておりますので、内陸部においては予算もかな
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り減ってきているということも現実です。そうした中で、緊急性の高い地域への補助制

度の見直しと同時に、事業費の優先確保というのもすごく大事です。それから、地籍調

査自体が大変地味です。私どものような首長にしてみれば、もっと派手な、もっと目立

つことをやったほうがいい、効果として得られるわけですよね。 

 ところが、この地籍調査というのは、ほんとうに災害が起こった後の復興、復旧とい

う意味では、都市計画をつくる中では、これができているかできていないかがものすご

く大きな差になっているわけで、やっぱりそこに住む人たちの安全安心を守るためには

非常に重要な事業であるということをまず持って、国が推し進めていただきたい、ＰＲ

していただきたい。 

 そして、もう一つは、さまざまな新しい方法での、ＧＮＳＳ測量とか高性能な機械を

用いた測量等、そしてまた航空写真等の活用とありますけれども、沿岸部だけではなく

て、実は国土の大半を占める中山間地、山林ですね、この森林の境界線が大変わからな

くなってきて、しかも相続の中で、自分は山を持っているけれどもどの山だかわからん

と、境界線ももちろんわからないということが大変進んでおりまして、あと１０年たっ

たとき、日本の中山間地の山の所有というのは、大変大きな課題になってくるのではな

いかなと思っています。 

 今、所在不明の人が少ないというお話が出ましたけれども、今後、中山間地において

は急激に伸びてくる可能性があるということです。そして、それによって災害が起こる、

管理されていない山が、土砂崩れであったり、崩壊であったり、そういった災害の引き

金になるというような要素も含んでいるものですから、こういったあたりも地籍調査の

大事な視点として、今後の１０年先を見据えた課題として捉えていただけたらありがた

いと思います。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 委員の皆さん、全く同感ということだろうと思いますけれども、ほかに地籍調査関連

でコメントございますか。清水先生よろしいですか。 

【清水委員】  じゃあ、コメント１点させていただきます。 

 何ページというわけじゃないんですが、地籍調査というと各省連携ということがよく

言われます。国交省と法務省の連携はもちろんなんですが、山林分野では林野庁との連

携、これは大変重要なんですけれども、国交省の皆様にぜひ考えていただきたいのは、

国交省の中の各局、あるいは局をまたいだ各課連携というのも大変重要でして、例えば
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大分前になりますが、平成２０年７月に当時の都市・地域整備局の市街地整備課が、地

籍整備の推進に貢献する土地区画整理事業についてという大きなものを打ち出して、現

在も国交省のホームページから見ることができますけれども、通称、地籍整備型土地区

画整理と。要は、地籍調査と土地区画整理を一気に同時にやってしまおうというような

ことですね。 

 ですから、これまではとりあえず地籍調査を先行的にやっておけば、その後の道路整

備事業、社会資本整備事業がすごく効果的ですよとか、この調査を先にやっておけば防

災対策に秀でていますよというような、まずは地籍調査というところで、それを優先的

にやりましょうということをやっていたんですが、土地区画整理とか、市街地再開発事

業と独自にやってしまうという考え方もあると。 

 それはある種、集団和解に近いようなもので、いろいろ議論もある制度なんですけれ

ども、当時は国土調査課というのがあって、それとは別の市街地整備課というところで

そういうことが議論されて、施策が打ち出されているということに私は大変関心があっ

て、やはり国交省の各課、何らかで地籍という問題に関係するところが多いので、皆さ

ん、各課の中で議論をして興味深い施策を打ち出されたんですね。 

 ただ、そのあたりの連携というのがまだまだ不十分なのかなという、その後、各課を

相互連携して、いいあり方を議論するような場なんかをつくられるといいかなというこ

とを常々思っているものですので、この機会にコメントさせていただきました。 

【中井部会長】  ありがとうございます。山野目委員はよろしいですか。 

【山野目委員】  地籍調査につきまして意見を述べさせていただきます。本日、資料

４で確かめられるような成果や経過を踏まえ、今後とも推進していくことが望まれます

とともに、地域における土地の適正な管理を実現する観点から、さらに所要の諸策を講

ずることが相当であると考えます。 

 例えば、染谷委員からご指摘があったように、所有者及びその所在を明らかにするこ

とを主たる狙いとする国土調査の事業を企画、立案して推進し、その成果を適切に登記

簿に反映するような運用を図ることが考えられます。この施策を実現するため、平成３

２年度以降の１０年間に実施すべき国土調査事業に関する計画の策定に、この観点を反

映させることが考えられるところでございます。 

 また、不動産登記制度に目を向けますと、地籍調査と密接な関連ないし役割分担をも

って実施される事業が明瞭に位置づけられていない現状を踏まえ、所要の法制上の措置
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を講ずることも望まれます。この観点から、登記所備付地図作成作業の法制上の位置づ

けを明確にし、その中で筆界特定を筆界特定登記官が職権で開始し、また調査の成果に

関し、国土調査法２０条が定めるところに相当する手順を定めることなどが考えられま

す。 

 加えて、地籍調査の問題そのものではありませんが、関連する問題意識から申し上げ

ますと、大きな災害などにより、地殻の変動に伴い広い範囲にわたり地表面が水平移動

した場合に関し、制度運用上課題であると感じている事項を申し上げます。 

 地表面が整った仕方で移動するときは、土地の筆界が相対的に移動したものとして扱

うことでよろしいと考えますが、そうではなく、不整形な移動が広範囲にわたり、また

深刻な仕方で起き、土地の形状が大きく変化するようなときの解決は、なお考え込まな

ければなりません。いわゆる地図混乱地域の問題解決のために、従来は集団和解方式と

いうものが論議の対象とされてまいりましたが、その理論上、法制上の根拠は定かでな

い側面がございます。むしろ、地図混乱や地殻変動の問題への対処を視野に置いて、清

水委員からご指摘があったように、筆界を再形成することを狙いとする土地区画整理事

業の事業方式を考究する時期に来ていると考えますから、あわせて問題提起をしておき

たいと考えます。 

 以上３点のことを申し上げましたが、いずれも問題提起の趣旨で発言させていただい

たことであり、特に国土交通省の事務局の皆様に何か説明をお願いするという趣旨では

ございません。 

  

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかには、委員の皆さんからコメントございますでしょうか。なければ事務局のほう

から一言何か。 

【地籍整備課長】  じゃあ、答えられる範囲内で。 

 予算の話もございまして、引き続き予算の確保に向けて努力をしていきたいと思って

おります。それから、山村部の問題、まさに同じ問題意識に立って、今日の資料にもご

ざいますけれども、８ページの下のほうに、高齢化が進んでなかなか現地確認もままな

らないと、そういった地域状況もございますので、そういう課題に向けてどうしたらい

いかということを検討していきたいと思っております。 

 また、国土交通省内の連携、事業連携ということで説明の中で申し上げさせていただ
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きましたが、社会資本整備との連携ということを非常に強化しなきゃいけないというこ

とで、現場に近いところでいろいろな工夫が出ないかと、１９条５項の地図もそうなん

ですけれども、そういう関連に力を入れたいと思っておりまして、体制としても、本省

でどんと座ってやるんではなくて、地方支分部局の各担当のほうにも、そういった発想

で仕事に携わっていこうということで、体制の強化ということもここ数年やってござい

ますので、そういった中でさらに進めてまいりたいと思ってございます。 

 それから、熊本地震の関係でお話がございましたので現状を申し上げますと、まず国

土地理院のほうで、公共測量の関係で基準点の補正という作業をしております。これを

受けた後、私どものほうで地籍に必要なさらなるパラメーター補正の検討をいたしまし

て、今、山野目先生からございましたとおり、一部不連続に、局所的に相当込み入って

地盤が変動しているというところもございますので、こういうところの取り扱いについ

て現地調査をしたり、あるいは必要であれば法務省と相談をするなどして迅速な復旧に

役立てるようにしてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、本件はこれぐらいにさせていただきまして、本日の本題に参りたいと思い

ます。企画部会の取りまとめ（案）のポイント、施策の方向性について、取りまとめ骨

子案についてでございます。 

 まず、事務局より資料５、６、７の説明をお願いいたします。 

【総務課長】  総務課長の川﨑でございます。私のほうから資料５、それから資料６

についてご説明申し上げたいと思います。主にご説明申し上げるのは資料５でございま

して、それを概要という形でポンチ絵にしたのが資料６でございますので、大変恐縮で

すけれども、資料６を開きつつ、資料５をご説明申し上げたいと思います。 

 資料５ということで、国土審議会土地政策分科会企画部会とりまとめ骨子案というタ

イトルでございます。 

 この骨子案は、これまでの当部会におきますご議論を踏まえまして、事務局のほうで

こんな構成でこんなことを記述したらどうだろうかということでまとめたものでござい

ます。あくまで仮題でございますけれども、土地政策の新たな方向性２０１６、副題と

いたしまして、土地・不動産の活用と管理の再構築を目指してという形にさせていただ

いてございます。 
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 構成については、土地政策の変遷と現在の立ち位置、２つ目が、取り巻く状況と課題、

３つ目が、土地政策の新たな目標、４つ目が、施策の方向性と主な施策と、この４部構

成になってございます。 

 １ページを開いていただきまして、まず、土地政策の変遷と現在の立ち位置でござい

ますけれども、１つ目、２つ目の丸にございますように、今まで土地政策、いろいろな

場面に応じて政策転換を図ってきてございます。 

 バブルのときは、地価抑制がイコール土地政策という形でございましたけれども、バ

ブル崩壊以降、地価抑制から利用へということで、市場の活用、それから、そこに書い

てございますような情報整備に取り組んできたといったような状況がございます。 

 そんな中で、前回のご議論でもございましたけれども、今、有史以来初めてとなる長

期的な人口減少が始まったという局面にございます。明治の初めでは人口３,０００万人

であったのが、１５０年間で急激に１億２,０００万ということで４倍になったと、それ

が減っていくということで、非常に大きなパラダイムシフトを迎えているということで

ございます。 

 人口が減るということでございますので、需要のパイということで申し上げますと拡

大はもう望めないと、そんな中でどうやって成長のシナリオを描いていくかというのが

我が国に課せられた課題であって、とりもなおさず土地政策でどう貢献していくかとい

うことが求められているということでございます。 

 一番最後の４つ目の丸に書いてございますけれども、これまでは、例えば土地利用計

画に沿った形で市場メカニズムを通じた土地の有効利用の実現といったことでやってき

たわけですが、それはそれとして、それに加えまして、ここでは「一歩踏み込み」とい

う言葉を使ってございますが、ゾーンではなくて個々の土地に着目した活用・管理に向

けた行政等による努力と工夫の必要性を明確にしなきゃいけない、そういう転換期に来

ているということを、まず記述するのかなと思ってございます。 

 ２つ目が、土地政策を取り巻く状況と課題ということで、ここでは大きく分けまして、

２つのことから整理してございます。 

 （１）といたしまして、土地利用の生産性向上や経済成長への貢献につながる動き。

それから、次のページでございますけれども、（２）が本格的な人口減少に伴う土地利

用の変化等に関する動きでございます。 

 （１）のところでは、まず、新たな成長分野等における土地需要の発生というのがご
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ざいます。これまでもこの部会でご説明申し上げましたように、かつてのような面的な

開発圧力は想定されないということでございますけれども、例えばＥコマース市場の拡

大ですとか、観光、宿泊、物流、ヘルスケア産業等々、ピンポイントで土地需要が発生

しているという状況にございます。 

 ２つ目が、不動産と金融・ＩＴの融合の進展ということでございます。１つ目のポツ

に書いてございますように、Ｊリート市場の不動産投資市場につきましては拡大を続け

てございまして、私ども国交省のほうでも、２０２０年までにリートの資産規模を１５

兆から倍増といった目標を掲げているところでございます。 

 ２つ目が、谷山委員のほうからもご説明あったかと思いますけれども、不動産テック

を取り巻くものでございます。オープンデータ、クラウド等といったＩＴ技術を駆使し

た、不動産関連サービスが登場していき、それに応えていかないといけないという状況

でございます。 

 大きな２つ目の、本格的な人口減少に伴う土地利用の変化等に関する動きの１つ目で

ございますけれども、基盤整備について、生産性とか社会コストを意識するという機運

が非常に高くなってきてございます。計画ベースで申し上げますと、昨年、国土形成計

画、それから社会資本重点整備計画が相次いで策定され、コンパクト＋ネットワークで

すとか、あるいは賢く投資・賢く使うということが言われてございます。コンパクトな

市街地、それからネットワークの結節点に産業等の投資需要を集中させると、そういっ

たことでインフラのストック効果を高める戦略的な取り組みが必要となってきてござい

ます。 

 それから、２つ目のポツが災害関係でございます。熊本地震の発生もございますよう

に、我が国は災害が頻発をしていて、かつ局地的、激甚化してございます。そんな中で、

山際あるいは急傾斜地等といった災害のリスクが高い土地については、場合によっては

土地利用をたたむといったようなこと、改めてそういった土地利用のあり方を検討して

いく必要があるんじゃないかという問題意識でございます。 

 ２つ目が、空き家・空き地の増加と土地の所有・利用意欲の減退ということでござい

ます。この部会でも再三ご議論をいただいたところでございますけれども、人口減少に

伴いまして、空き家、空き地は増加傾向にございます。例えばボリュームゾーンでござ

いますが、団塊世代の持ち家率は８割でございます。それから、団塊ジュニアの持ち家

率は６割ということでございまして、団塊の世代が団塊ジュニアに相続をする、概ね１
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０年後ということになろうかと思いますが、相続した場合、空き地あるいは空き家とな

る不動産が加速度的に大量に発生する可能性があるということでございます。 

 次が、所有者の不在についての問題でございます。この問題は、農地あるいは森林で

先行して発生をしてきてございますけれども、宅地においてもそういった問題が発生し

てきてございます。管理、それから登記されずに放棄された宅地、放棄宅地という言葉

を使わせていただきますけれども、放棄宅地が増加していく可能性がございます。 

 ３つ目が、国民の意識の変化に関するものでございます。国民の意識といたしまして、

低未利用地についての管理をどこがすべきかと聞きますと、地方公共団体あるいは国が

管理すべきだという回答が１０年前に比べて増加しているといったこと、それから、土

地が有利な資産と考えている人の割合が平成５年は６０％だったのが、平成２６年は３

０％ということで、もはや土地は有利な資産ではないという意識が定着しているという

ことでございます。 

 ４つ目が、人口減少によりまして、地域や土地によっては収益性以外の社会性や金銭

価値にできない豊かさを評価して土地を活用するような動き、貸し庭といったものがあ

ったかと思いますけれども、行政等が介在して、市場によらない、そういった活用法も

出てきているということでございます。 

 そういったことを受けまして、４ページでございますけれども、当面の土地政策の新

たな目標ということでございます。これは大きく分けまして、３つの類型があるかなと

思ってございます。最適活用、創造的活用、放棄宅地化の抑制、この３つでございます。

３つの類型といいますか、３つの段階と申しますか、整理をさせていただいてございま

す。 

 まず、最適活用につきましては、成長分野の需要がまさに明確なもの、そういった需

要についてはピンポイントに、柔軟に、スピード感を持って不動産を供給し、まさに付

加価値を最大化するといったことが必要かなと思ってございます。 

 ２つ目が、創造的な活用、需要は必ずしも顕在ではないといったことかと思いますけ

れども、遊休不動産について、所有者による利用、あるいは市場での取引・収益にこだ

わらず、活用の選択肢を増やし、隠れた需要をまさに創造し顕在化することで、流動性

を向上させるといったことかなと思ってございます。 

 ３つ目が、放棄宅地化の抑制でございます。これは活用しようと思っても、とりあえ

ず活用が難しい土地であっても、将来に備えて継続的に管理することで、将来世代にツ
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ケを回さないといったことかなと思ってございます。 

 この３点をまとめまして、上のかぎ括弧でございますけれども、『土地・不動産の最

適活用と創造的活用、放棄宅地化の抑制に向けて、市場機能のさらなる活用を図りつつ、

市場のみでは対応できない課題について、個々の土地に着目した行政等による利用・管

理の努力と工夫を行うこと』といったことを、現段階におきまして目標とさせていただ

いてございます。 

 そういった目標に向かって施策の方向性と主な施策をまとめたのが４のところでござ

います。４ページの下でございますけれども、１つ目が、成長分野への円滑な土地・不

動産の供給促進でございます。施策の方向性のところに書いてございますように、大事

なことは方針の明確化、それから、官民対話ということだと思ってございます。 

 埼玉県さんからのご発表にもあったかと思いますけれども、早い段階から関係者間の

情報共有を図って調整のテーブルにつくといったことかと思います。そういったことに

よりまして、成長分野の土地需要を踏まえた土地・不動産の活用の円滑化を図ることが

求められているというのが方向性かと思ってございます。 

 ２つ目が、不動産投資市場を活用した資金の呼び込みでございます。資金がないこと

にはなかなか物事うまくいかないわけでございまして、今の不動産市場の活況を利用し

たいということでございます。 

 主な施策については、①、②でございます。読み上げさせていただきますと、コンパ

クト＋ネットワークに沿って産業立地を促進するために、自治体による方針づくり、適

地のリストアップ、官民対話を促進。それから、既存住宅のインスペクションの活用の

促進、その他流通環境の整備による既存住宅流通の活性化の促進。それから、国際対応

ということで、外国人との取引対応に対するマニュアル整備といったことでございます。 

 それから、不動産投資市場のさらなる成長に向けた環境整備というところでは、不動

産特定共同事業の充実、リートへの支援、ＰＲＥの民間活用促進ということで、先進事

例の提供、専門家派遣ということでございます。 

 ２つ目でございますけれども、（２）所有・利用意欲が低下した土地・不動産の流動

性の向上でございます。 

 施策の方向性でございますけれども、１つ目の丸で書いてございますように、遊休不

動産を放置させず、できる限り活用していくため、所有者に利用に向けた動機づけや働

きかけを行うことが必要であると。この際、市町村等がより積極的な役割を果たすこと
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が重要としてございます。 

 ２つ目が、収益が上がる活用にこだわらずに、隣地との一体利用、移住、起業、高齢

者福祉のための活用等々が書いてございます。いずれにいたしましても、隠れた需要を

喚起して、必ずしも収益にこだわらない志のある資金等を活用することが効果的、有効

であるということでございます。 

 ３つ目の丸が寄附についてでございます。これは前回ご議論いただいたかと思います

けれども、寄附したいというニーズはございますが、なかなか公的利用が見込まれない

限り原則受け取らないという状況になってございます。そういうことにつきましても制

度的な対応が必要ということでございます。 

 主な施策については６ページに書いてございますけれども、空き地・空き家について

は寄附の促進、それから、プロフェッショナル等の連携活用。２つ目が、空き家・空き

地バンクの集約化と情報発信。３つ目が、市町村が空き地等の活用を主体的・計画的に

促進するための枠組み、それから、空き地の寄附、活用・管理に向けて、住民と行政の

間に介在するような、言ってみれば中間的な組織等の制度も検討という形にしてござい

ます。 

 ②といたしまして、地方の小規模事業での不動産特定共同事業の活用の促進。それか

ら、３つ目が、広く豊かな土地利用の推進・啓発ということでございます。 

 大きな３つ目が、土地・不動産活用のための情報基盤の整備ということでございます。

この（３）は、（１）、（２）で申し述べさせていただきました土地の活用を下支えす

る情報基盤の整備でございます。 

 施策の方向性に書いてございますように、オープンデータを活用した付加価値、生産

性の高い不動産関連サービスが登場していると、この流れを一層促進させるということ

でございます。その際、２つ目にございますけれども、ＩＴ技術の有効活用ということ

でございます。 

 主な施策については、私どもが持ってございます土地・不動産情報のオープン化、さ

らにデータをオープンにするだけではなくて、使い勝手のいい提供方法を検討していき

たいと思ってございます。 

 ②といたしまして、空き家・空き地バンクの標準化・統一化。 

 ③クラウドファンディングの不動産投資による活用、志のある小口資金の活用という

ことでございます。 



 -23-

 それから、先ほどご説明、ご議論ございました地籍整備の推進。 

 それから、やはり災害リスクについての情報をきちんと充実して、提供していくとい

うことが必要かなと思ってございます。 

 ⑥といたしまして、これも先ほどご議論ございましたが、鑑定評価の充実ということ

でございます。 

 最後のところでございます（４）ですけれども、土地・不動産の新たな管理システム

の構築ということでございます。 

 施策の方向性に書いてございます、所有者の所在の把握が難しい土地等、現時点にお

いては、とりあえず活用が困難な土地・不動産を誰がどのような方法で継続的に管理し

ていくべきなのか。そういったことを将来の世代にツケを回さないというために、新し

い時代にふさわしい管理のあり方の提示が求められているということ。 

 それから、将来に向かって所有者の所在の把握が難しい土地が増加しないようにする

ことも重要な課題であるという方向性のもとで、新たな管理、それから所有者情報の確

実な把握のための環境整備についての検討を開始するということを記述してございま

す。 

 最後ですけれども、今まで述べました施策の方向性を踏まえまして、予算、税制、制

度のあり方について総合的に検討して、施策を推進する必要があるということで示させ

ていただいてございます。 

 以上、現時点におきまして、当部会での事務局としての整理でございます。 

 引き続きまして、資料７でございますけれども、施策の方向性について、企画官の藤

條からご説明を申し上げたいと思います。 

【総務課企画官】  総務課の藤條と申します。資料７で補足的に簡単にご説明をいた

しますが、初めの１ページ、２ページは、前回、不動産市場整備課長のほうからご説明

をしました生産性革命の取り組みということで、今回掲げさせていただいている都市部

のリートの支援でありますとか、不動産特定共同事業の話、規制緩和とかの話、またク

ラウドファンディングの小口の資金を活用するための制度的見直しとか、こういったも

のが書かれてございます。 

 今回、初めてお示しする資料としましては、３ページ目のほうでございます。これま

で埼玉県の事例とか、ああいう成長分野の土地需要に対応して、どうやって土地活用を

図っていくかと、こういったことに対応する施策についてでございますけれども、骨子
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のほうでご説明いたしましたとおり、コンパクト＋ネットワークという話でありますと

か、インフラ戦略、賢く投資・賢く使うと、こういった戦略というのは、まさに社会コ

ストですとか、生産性を重視していこうという取り組みでございますので、こういった

取り組みの中に、民間の産業等の投資もきちんと集中させて、こういうインフラストッ

クの効果とか、密度の経済の効果を高めていくという取り組みを、官民が一緒になって

していく必要があるのではないかと、そういったことでございまして、具体的には、住

宅とか医療、福祉、こういった商業とかの機能はコンパクトに誘導しながら、物流向上

等の機能というのは、いわゆるネットワークのインフラ、こういったところの立地に促

進していくという大まかな方針に基づいて方針をつくって、適地をきちんとリストアッ

プして、官民対話を促進していくべきではないかという趣旨でございます。 

 右下のほうに、この間アンケートをしたところで、結果なんですけれども、市町村に

おいては、産業立地の窓口はかなりのところで設置はしていますけれども、実はこのイ

ンターチェンジ周辺で、どういう開発可能な土地があるかということをリストアップし

ているところが極めて少ないという実態がございます。こういったことを事前にしっか

りリストアップをするとか、それに基づいて官民対話をしていくといったことで、随分

スピードアップが図られるんではないかという趣旨でございます。 

 次に、４ページ目でございますけれども、広域地方計画というのが先般、各ブロック、

地域圏ごとにビジョンとして位置づけ、決定されておりますけれども、１つの例として、

左上にありますような圏央道とか、成田空港とか、東京湾アクアライン、こういったイ

ンフラを使いながら、このインフラ周辺に産業を集積させていこうという物流軸の創出

というビジョンがございまして、こういったビジョンに基づきまして、埼玉県において

は、先般ご説明いただいたように田園都市産業ゾーンの基本方針ということで、ビジョ

ンに基づいた、いわゆる具体的な戦略ということをきちんと明確化をし、市町村と共有

をしていると。これを土地利用基本計画の中にきちんと位置づけて予見性を高めるとい

う取り組みをしております。これに基づいて、市町村等は具体的に産業立地促進のため

の戦術を立案するということで、うまく全体的なビジョンから県による基本方針の明確

化、そして、その方針に基づく市町村の具体的な取り組みといったことがしっかりなさ

れていることで、事前調整に要する時間が短縮したり、民間から見た計画の実現の予見

性、確実性が図られて、スピードアップが図られるのではないかといった問題意識でご

ざいます。 
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 この辺のところをしっかりやっていきたいということで、参考までに１０ページ以降

に広域地方計画の地域圏のビジョンということを掲載させていただいております。例え

ば１２ページの関東でいいますと、北関東新産業東西軸ということを明確化しておりま

すが、これは北関東自動車道と茨城港とか鹿島港、こういったインフラを活用しながら、

この北関東産業軸ということで、こちらに産業を集積させるというビジョンを地域の中

で明確化しております。１３ページは、同じように圏央道の話もございます。こういっ

たことで、かなりのものがうまく進むのではないかという趣旨で、こういった取り組み

を促進していくようなことができないかと考えているところでございます。 

 これが施策の方向の１の部分でございまして、次の５ページでございます。遊休不動

産の関係でございますが、一度ご説明を課長からさせていただきましたが、１つのイメ

ージとしましては、所有者が遠隔地に住んでいることがかなり多いということで、物件

の維持・管理も大変だし、どういう活用をしたらいいのかわからない。こういうような

都市部での所有者がかなりおりまして、こういったところに都市部で相談窓口を開いて

活用の相談を受け付けられるようにしたりとか、地域の中で寄附なんかの受け入れの可

能性も含めて、宅建業者がアドバイスをしたりすることで物件の活用方法を見きわめた

り、場合によっては、寄附の受け入れについての見きわめ、物件のそういう目ききみた

いなことをした上で、寄附や低廉な賃料での受け入れをして、地域でのマッチングに使

ったり、または空き家バンクということが全国ばらばらで運用されているというのが実

態ですけれども、こういう全国の空き家バンクを標準化して一元化をすることで、さら

に民間の広告サイトとも連携しながら販路を広げていく、全国に拡大していくというこ

とで移住だとか起業、また地域内では、地域のエリアマネジメントのような活用であり

ますとか、隣地の一体取得につなげていくというような新しい流通活用のスキームを検

討していったらどうかというのが具体的な施策です。 

 ６ページ、７ページ、８ページは、空き家等の遊休資産を活用したクラウドファンデ

ィング、必ずしも収益にこだわらないような志ある資金をうまく活用しながら、地域の

遊休不動産を活用するために、なかなか今、不動産特定共同事業で大規模なものが中心

でありますので、そういう小規模向けに制度改正をしていったらどうかと、こんなよう

な、主な施策としては３つほど具体的なイメージを今日ご紹介させていただきました。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。ちょっと今までのご説明を整理いたしま
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すと、資料６という取りまとめ骨子案の概要というのは、前回、取りまとめの方向案で

したっけ、というような形で出されました資料に、前回いただいたご意見等を一部つけ

加えた形のものとなっていると聞いておりまして、それをメモ風に文章に展開をし始め

たものが資料５という位置づけになります。したがいまして、資料５は、今後これをこ

のようなパラグラフごとにもう少し表現等の書き込みを充実させていくと、取りまとめ

という形になっていくというものだとお考えください。それで、資料７は、その中の一

部、施策の方向性について事例的にご紹介する、そういった資料ということでございま

す。 

 それでは、残り４０分程度ございますので、比較的時間がございますので、また、今

回は取りまとめ骨子案のまだ段階でございますので、委員の皆さんのご意見も、基本的

には、まだまだ反映できる状況にあるということでございますので、積極的にご意見を

お願いできればと思います。どなたから、どのパートに関してでも結構ですので、お願

いできればと思います。いかがでしょうか。 

 では、奥田委員、お願いします。 

【奥田委員】  ご説明ありがとうございました。前回の資料に比べまして、大変わか

りやすくまとめていただいているという印象を受けました。この２番の当面の土地政策

の新たな目標というところも、具体的に成長性のある、ニーズのあるところについては、

最適活用しようと、なかなか難しいところについては、創造的に利用方法を考えていこ

うと、そういうところが難しいところについては、どう管理をしていくのか考えていこ

うという３段階になっているということが大変よくわかる資料であったと思います。 

 ここで、創造的活用ということについて、前回の部会の中で、そういった用語がよろ

しいんではないかというお話があったわけで、確かにこういう説明をしていただきます

とわかりやすい内容になるかと思います。説明がないと、なかなか創造的といった場合

にどういう創造をするのか、全くよくわからないという状況だったんですが、補足説明

をつけていただくことでわかりやすくなったと思います。 

 これは一国民の立場として単純な発想なんですが、人口が減少していくということに

なれば、当然１人当たりの可能な土地利用面積というのは広がっていくであろうとは考

えるわけで、ただ、なかなか不動産については、取引上の問題もあって、それが実現で

きないと。ただ、やはりこういう社会になっていく中では、量ではなくて、量ももちろ

ん面積というのはあるんですが、その面も含めて、質的に成長していけるような社会、
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これを目指していただけるように、国民の生活が質的な面で豊かになっていくというと

ころを思い浮かべられるような政策を出していただけると、国民としても、この日本、

限られた資源が、今の人口も一方で減少していく中で、生活をしていこうということを

考えたときに、豊かさを感じる社会になっていけるというところを何か出していただけ

るといいのかなとは思いました。 

【中井部会長】  ありがとうございます。ほかの委員の皆さん、いかがでしょうか。 

 お願いいたします。 

【瀬田委員】  資料６の概要①の部分、めくったところですけれども、当面の土地政

策の新たな目標のところで、今、最適活用、創造的活用、放棄宅地化の抑制と丁寧に整

理していただきましたが、その次の行ですけれども、「個々の土地に着目した行政等に

よる活用・管理の努力と工夫を行う」と。実はここは、もちろん行政の役割は非常に重

いのですけれども、やっぱりもう少し広げたいかなと。この「等」となっているのが、

もしかしたら、いろいろ考えていただいた末かと思うんですけれども、最終的に「行政

等」としてしまうと、公が最後は面倒見るのかなと。ほかの資料でも出てきましたが、

逆に行政が最後に責任を負うみたいな話だけになってしまうと、ほんとに要らない土地

は全部引き取るのかみたいな話にもなってしまいがちなので、できればここら辺は、市

民とか国民とか、行政以外の、民間についてはその前に書いてありますので、地域です

とか、市民といった言葉もできれば明示したいなと個人的には思っています。 

 ここでご紹介されたカシニワの制度も仕切っているのは柏市役所かもしれませんが、

実際活用しようとしているのは、やっぱり市民ではなかったかと思うんですね。ちょっ

とこの辺はご検討いただければと思っています。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。ほかの委員の皆さん、いかがでしょうか。 

 木村委員、どうぞ。 

【木村委員】   

大体まとまっていて、非常によく書けているなという感じがします。あとは実行あるの

みかなという感じがしますので、具体的な政策の中でどう落とすというか、予算とか税

制とか、どういうふうなミックスでやっていくかというのが肝心かなと思います。 

 ただ、１つだけ申し上げたいのですが、空き地とか、空き家が増えるということは言

っており、今、８００万戸空き家というのがありますけれども、かなり加速度的に１,０
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００万戸ぐらいはすぐ来てしまうのではないかなと。先ほどのお話もあったように、だ

んだん私どものような、いわゆる団塊の世代が相続の世代になってくると、それを息子

に引き渡そうとしても息子は引き渡しを受けないというか、相続しないというか、そう

いう事態が出てくる。大体彼らはもう、要は生活のスタイルが違っていますので、我々

の感覚ですと、郊外で一戸建てを持って云々という話がありましたけど、今の子供たち

は、やっぱり仕事の場所から近いところ、あるいはすぐいろんなエンターテインメント

なんかにも接することができるところに住むということで、ますます誰も引き取らない

という状況が出てくる。 

 そうすると、今度は、最後にちょっと出ていましたけど、いわゆる活用の努力と工夫、

これは当然しなくてはいけないと思いますけれども、やはりもう活用が難しい土地がど

んどん出てくる、あるいは家が出てくる、それをどう管理するかという問題があります。

今の段階だと、結局、所有者が管理をする。実際問題として、空き地ですと、草がぼう

ぼうになる、あるいは木がぼうぼうになってくるということになって、犯罪の温床にも

なるとか、いろんな話があるなかで、その管理費を誰が持つのか。おそらく年間だと数

十万かかってくると思いますけど、その中でプラス固定資産税をはじめとする保有税が

かかってくるということになると、かなり保有者にとっては非常に厳しい状況が続くの

ではないかと思うので、その辺について、これは次の段階だと思いますけど、適切な管

理と簡単におっしゃるけど、私は現実は相当難しいと思います。 

 いわゆる市町村だって、おそらく管理費なんか出しませんし、あるいは、先ほど言っ

たような寄附も受けないという状況が続くと思うので、その中で誰がこれを負担するの

か、適切というのはどこまでのことなのか、あるいは管理をどうやっていくのか、これ

については、おそらく相当早い時期に問題が出てくると思うので、ぜひこれは早急に検

討していただいたほうがいいかなと。そうなると、税制の問題でも少し手直しが必要、

あるいは、もっと抜本的に必要なのかもしれません。特に当面すぐ出てくるような問題

については、今からでも対策を早目に打っていただければありがたいなと思っています。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。染谷委員、どうぞ。そこで一旦事務局にお

返ししますので、４名の委員の方に対してのコメントを事務局からお願いできればと思

います。 

 では、染谷委員、お願いいたします。 
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【染谷委員】  先ほど奥田委員のお話にもありました創造的活用のところで、やはり

これまで国は、土地政策としては面的に整備をしてくるということを長く続けてきたわ

けですよね。これは面的な整備から質的な整備といいますか、質的に土地政策を変えて

いくんだということ、それによって国民が豊かさを感じられるような社会が来るんだと

いうことをもう少し見えるような形でうたったほうがいいのかなと思いました。 

 それで、創造的活用のところで少し思ったのですが、「活用の選択肢を増やし、隠れ

た需要を顕在化」というところの中で、例えば行政が公園とかいったものを持っていま

すね。公園は地域コミュニティーが使う場所ではあるんですが、地域の人たちが使う場

所ではあるんですが、実際には、それぞれの地域は自分たちで自由に使える広場である

とか、そういう土地があればいいなということの、そういった需要は大変多くあります。

例えばお祭りのときに使いたいとか、これはこれまでは行政の管理で公園とか土地を、

行政財産を貸し出すという形だったんですが、地域にその土地の活用、あるいは、土地

の適切な管理を任せていくというやり方もあるのではないかと、この創造的活用のとこ

ろでは感じた次第であります。 

【中井部会長】  ありがとうございます。では、ここまでで一応、事務局にレスポン

スをお願いしたいと思いますけど、いかがでしょうか。 

【総務課長】  ご指摘いただきまして、ありがとうございます。今ご指摘いただいた

のは、質の話がまずあったかと思います。おっしゃるとおりかと思ってございます。今

までは人口が増えていく中で、それへの量的な拡大にどうやって応えるかという、量の

側面での対応が多かったわけですけれども、これから人口減少になっていく中で、質を

どうやって充実させていくかということは、まさにそのとおりかと思ってございます。 

 それから、あと、誰が担うのかということで、「行政等」ということで、瀬田委員が

おっしゃるように、市民とか国民とか、まさにみんなで支えていかないといけないとい

う色合いを出すことも当然必要かなと思います。 

 それから、所有者不明の管理の問題については、何という表現をしたらいいのかとい

うのが非常に局内でも議論になりました。おっしゃるように、言うはやすく、実際どこ

までできるのか、やるのがいいのか、あるいはそういうコストを誰が負担するのがいい

のか、そういったことは非常に大きな問題として、深く議論しなきゃいけないと思って

ございます。 

 いずれにしても、将来の世代にツケを回すようなことがないような管理のシステムの
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構築に向けての議論を開始するということかなと思ってございます。 

【中井部会長】  それでは、その他の委員の皆さん。 

 それでは、保井委員、清水委員の順でお願いいたします。 

【保井委員】  ありがとうございました。大きく３点コメントさせていただければと

思うんですけれども、最初が、先ほど来出ています創造的利用のところです。骨子で言

うと、最初の２番の当面の土地政策の新たな目標ですね。ここなんですけれども、「遊

休不動産について」とあるんですけれども、遊休不動産というと、何か企業が持ってい

て、今使われてない土地みたいな限られた印象を持ってしまうので、どちらかというと、

私のイメージは、もっと使えるのにそういう利用がされてないというぐらいに受け取っ

ていますので、低・未利用地とか、かつ民間だけではなくて、例えば公園だったり、道

路だったり、いろんなところがいろんな活用がされ始めている。 

 先ほどの市長のお話で言えば、そういう意味で言うと、ほんとに今の成熟社会だから

こそ、今までとは違う土地の使われ方が展望され始めているというニュアンスを出して

いくことがこの項目の中でできたらなと思いますので、何か遊休不動産というと、限ら

れた印象を持ってしまうので、そこをちょっと工夫してもらえればと思うのと、これも

「市場での取引・収益にこだわらず」とありまして、そのとおりなんですけれども、お

そらく現場に行くと、例えば駅前のキーテナントが抜けたアセットなんかがまさに典型

だと思うんですけれども、市場でうまくいかないので、公共機能を入れたり、市民が使

ったりとかいう意味で言うと、公共機能もやっぱりここに入っていくということが大事

なんじゃないのかなと思いまして、それを入れるべきかどうかわからないんですけれど

も、２つ目とも関連するので、検討していただければなと思いました。 

 ２つ目なんですけれども、報告書の骨子案でいくと、６ページあたりでしょうか、エ

リアマネジメントという言葉です。これが使われ方が少し気になりまして、取りまとめ

でも同じことが書いてあるのかな。６ページに、最初の主な施策の①で、「空き家・空

き地等を市場や地域での活用につなげる寄附等の促進と、行政、地域住民、不動産に関

するプロフェッショナル等が連携して」等々と書いてあるんですけれども、最後に「エ

リアマネジメントを推進」と書いてあって、エリアマネジメントを推進すれば何かが解

決するかのような、先ほどの万能説じゃないですけど、そういう言葉に見えてしまうの

で、そういう感じでもないかなと。むしろその上に書いてありますような、「行政と地

域住民、プロフェッショナル等が連携して、エリアマネジメントの仕組みをつくり」ぐ
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らいな感じであって、このマネジメントそのものはやっぱりプラットフォームで、それ

こそその後、官と民が連携をして、どんな使い方が可能なのか、あるいは担い手を発掘

して育てていくとか、そこから先に解決策があるものだと思いますので、最後に置くと

これができれば解決するみたいに読めてしまうのがちょっと気になるところなので、こ

こも工夫いただけるといいなと思うところです。 

 それから３番目は、これは取りまとめでも先ほどのご説明でもクラウドファンディン

グの話がありました。エリアマネジメントと同じように新しい横文字なのかと思います

けど、推進することには大賛成ではあるんですけれども、どういうふうに推進するのか、

それはこれからの議論だとは思うんですけれども、ぜひいろいろ検討いただきたいなと

思うのと、あと、今回の報告書は、結構自治体の役割というのが出てきていて、クラウ

ドファンディングの状況整備なんかを考えると、例えばふるさと納税とクラウドファン

ディングの寄附型というのはどう違うのか、あるいはそれを融合していくような施策が

あるのかとか、ふるさと納税ですと、税制の優遇があるわけですけど、クラウドファン

ディングの寄附型というのは、必ずしもそういうわけでは、今の状況ではないと思いま

すので、例えばふるさと納税がもう少し空き家・空き地に使えて、クラウドファンディ

ング的に使えると、そこは寄附する人にとってもかなりメリットがありますし、今のよ

うな返礼品競争じゃない形の新しい使われ方というのが可能だったりするのかなと思い

ますので、これはこの先の話だと思いますけれども、クラウドファンディングの寄附型

というのがもう少し寄附する人にメリットがあり、かつふるさと納税がもう少し地域の

ほんとに具体的な課題に対して、寄附者に伝えながら使われていくような仕組みづくり

みたいなことを考えていただきたいなと、これは感想というか、お願いまでですけれど

も、感じた次第です。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 では、清水委員、お願いいたします。 

【清水委員】  簡単に２点申し上げたいんですが、まず１点目は、資料６の骨子案の

概要①に関係する、②にも関係しますが、①をごらんいただいてコメントさせていただ

きます。 

 ３.施策の方向性で、（３）土地・不動産活用のための情報基盤の充実と。これが（１）、

（２）の施策を支えるものであると。こういうような位置づけは大変重要なことかなと
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思うんですが、中の内容がＩＴとか、オープンデータとか、不動産ビジネスとか、ここ

の文章表現どおりですが、そういうものが強調されがちな気がします。情報基盤という

のは、情報インフラということで、最近、特に注目されていますけれども、我が国は明

治・大正時代から地形図をつくり、統計データを整備し、そういう綿々とした情報基盤

の整備が我が国の国土の有効利用というものを支えてきているわけですね。ですから、

ぽっと出た概念ではないので、もうちょっとこの情報基盤の充実というのを格調高く使

っていただきたいなという気がするんですね。 

 端的な例は、具体的な骨子案の概要②で見ると、情報基盤の充実の中に「ＩＴを活用

した効率的な地籍調査の推進」とあるんですが、先ほどの山野目先生のコメントもそう

だし、私のコメントもそうなんですが、我が国の地籍調査の推進の最大の課題は、そん

なドローンやＧＮＳＳを使って調査する、これは効率化のための一手段としては大いに

あり得るし、有望なんですが、もっと大きな問題がたくさんあるんですね。ですから、

この「ＩＴを活用した」というところだけを強調されると、何か本質が見えにくくなっ

ているという気がいたします。これがまず第１のコメント。 

 第２のコメントは、全体を通して、この委員会が組織された、検討会が組織された大

きな背景は、人口減少とか少子高齢化時代に入って、今後、我が国の土地政策がどうあ

るべきかということかと思ったんですね。そうだったですよね。だけど、全体を通して、

それに相当するものが少ない。前置きにちょっとそれが書かれていて、あとはとにかく

ビジネス、経済発展、そういうところへ行っているような気がしてならなくて、我が国

の人口減少時代にあって、土地政策はどうあるべきかというのは、もうちょっと随所に

かいま見られてもいいのかなという気がします。 

 その端的な例は、（１）成長分野への円滑な土地・不動産の供給促進というところな

んですが、成長分野というのは、必ずしも永久に成長しないんですね。ですから難しい

んですけれども、確実に３０年後、４０年後には衰退することがわかっている成長分野

というのがあるわけですよ。それが老人ホームであったり、葬祭場であったり、そうい

うもので、確実に今後数十年は発展するけど、その後、すぱっととまってしまう。で、

むしろ衰退することがわかっている産業というのがあるんですよね。ですから、そうい

うことを見越した土地政策というのはどうあるべきなのかという視点をもうちょっと入

れていかないと、私、前、定期借地権のことを申し上げましたが、私が申し上げたキー

ワードを入れてくださいと言っているわけではなくて、そういう観点をもうちょっと随
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所に出していけないかなというのがコメントでございます。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございます。ほかの委員の皆さん、いかがですか。 

 谷山委員、どうぞ。 

【谷山委員】  私のほうからも簡単に２点だけお話をしたいと思います。まず１点目

として、クラウドファンディングという単語が幾つか出てきますし、もう一つ、志ある

資金という、非常にこれも万能感あふれる用語なんですけれども、こちらについてです

けれども、基本的には、今回、クラウドファンディングという形で、空き家・空き地に

対して、何らかの志ある資金というものを流し込んでいくというところかと思っており

ます。 

 特に今回、寄附型という話も先ほどありましたけれども、不特法の改正というところ

も考えますと、投資型に関するクラウドファンディングというのが今後こういう空き

家・空き地の再生というところに使われてくる流れは、私も賛成でございます。特に、

投資型という形になってきますと、寄附型と違って１回限りではなくて、投資をしたの

でずっと定期的にそれを応援し続けるという効果があると思うんですが、１点だけ、こ

の志ある資金というところの使い方として、私もよくいろんな方からクラウドファンデ

ィングは何とかなりませんかという相談を受けることがあるんですけれども、ともすれ

ば、打ち出の小づち的な捉えられ方というのをされてしまっている場合があるのかなと

思っておりまして、やはり志ある資金もプロジェクトを選ぶというか、何が何でも、普

通のファイナンスもできなくても志ある資金が集まるだろうという形で進んでしまうプ

ロジェクトというのは幾つか見受けられるんですけれども、志ある資金さえ来ない、放

棄宅地化されてしまうアセットというのも出てくるかと思うんですけれども、こういう

志ある資金を入れることによって、逆に収益性以外でも、国民であったり市民の志さえ

共感できないような選別というのが行われてしまうので、それを１つの視点として導入

をしていって、それさえも集まらなかったのであれば完全に更地に戻すというか、将来

に備えて継続的に管理するという方向性があってもいいのかなと思っております。とは

いえ、志ある資金の利用方法というか、クラウドファンディングの推進というところに

関しては、そういうニュアンスというのが少し入るといいのかなと思っております。 

 ２点目としましては、先ほど議論もありましたけれども、ＩＴであったり情報基盤の

充実というところに関して、今回キーワードとして生産性の向上というのが国土交通省
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さんのいろんな資料でも非常に出てくるかと思いますが、それが随所にちりばめられて

いるかと思うんですが、こちらは生産性の向上という中でいきますと、今回、特に土地・

不動産活用のための情報基盤というところでＩＴであったり、データの活用というとこ

ろは私のほうでもプレゼンをさせていただきましたけれども、どちらかといえば情報基

盤を整備するというところも１つはあるんですけれども、生産性の向上というところ、

特に生産性の中でも労働生産性といいますか、土地・不動産に関する生産性、もともと

業界としては非常に高い水準にあると思っています。 

 これはデータとしても示されると思うんですけれども、不動産業はもともと生産性自

体は非常に高いんですが、おそらく戦後、その生産性というのはほぼ成長していないと

思うんです。５０年、６０年ぐらい生産性の成長率という面で見てしまうと、不動産で

あったり土地の生産性というのがほかの産業に比べて成長していないという状況が出る

かと思うんですが、基本的には経済成長という観点でいきますと、２０００年代以降の

日本の、もしくは世界の経済成長はほとんどＩＴの活用であったり技術の進歩というと

ころでもたらされているというところを考えますと、言葉で言えば未来型の生産性向上

といいますか、土地・不動産活用のための情報基盤を充実させるためにＩＴであったり

オープンデータを使うというのは１つの手段なんですけれども、その目的としてはやは

り成長分野であったり経済成長というところに、この土地の利用の生産性の向上が寄与

できる割合、成長率を高めていくというニュアンスというものが入るといいのかなと思

っております。 

 政策という点ではこれからの議論かと思いますけれども、情報基盤の充実は先ほど格

調高くという議論もありまして、それは私も、昔から情報基盤というものはありますの

で、その一ツールとしてＩＴであったりオープンデータがあるというのは理解しており

ますし、むしろそれを土地利用であったり、不動産業の生産性向上であったり、効率性

向上にもつながる書き方というところができるといいかなと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。ここで、少し事務局のほうからレスポンス

いただければと思います。 

【総務課長】  どうもご指摘いただきましてありがとうございます。何点か表現の問

題についてご指摘いただいたと思います。遊休不動産という言葉ですとか、エリアマネ

ジメント、それから情報基盤ということで、結論から申し上げますと、表現については
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工夫をさせていただきたいと思います。特に情報基盤ということについては非常に格調

高くということで、要するにＩＴといった手段のみならず、持っている意味合いという

のをきちっと記述しなさいというご指摘かと思いますので、その辺を踏まえて文章化し

たいと思います。 

 それから、全体を通じて、何といいましょうか、マクロとしてのあり方というのが随

所にあらわれているべきじゃないかというご指摘があったかと思います。これについて

は、なるべく今の骨子の数ページのものを膨らませていく中で反映をさせていただきた

いと思います。ただ、やはり今回は経済成長にどうやって貢献するかということが非常

に当面のというか、直近の大きな命題としてありましたので、土地・不動産の最適供給

とかということをわりと前面に出した形になっているということでございます。清水委

員のご指摘については、文章を作成する中で考えていきたいと思ってございます。 

 それから、クラウドファンディングとかについて、不動産市場課長のほうから。 

【不動産市場整備課長】  保井先生、それから谷山先生からクラウドファンディング

の話がありましたので、ちょっと一言だけでございます。特に、地方の地域で空き家と

か空き店舗とかいったものの活用の中で、小口投資をどう活用するかというのは非常に

大事な問題なので、クラウドファンディングにつきましては、先生方おっしゃったとお

り、まだ文章ではこなれていなくて非常に粗い書きっぷりなんですけれども、活用の方

向で税制とか制度のあり方も含めて考えたいと思っております。さらに、地方のそうい

う小口だけじゃなくて、実は都市部でどういうふうな開発、投資案件をつくるかという

のも成長にとっては非常に重要な課題なので、この辺につきましても私どもはこの取り

まとめを踏まえてしっかりやっていきたいと思いますので、表現ぶりにつきましては次

回、また取りまとめに向けて具体的に書くということだと思いますので、中身は今日の

意見を踏まえて検討したいと思います。 

【中井部会長】  ありがとうございます。それでは、ほかの委員の皆さんいかがでし

ょうか。では、辻委員に行って、奥田委員に。 

【辻委員】   

私もほかの委員と印象は同じで、当面やれることは比較的うまく書かれていると思いま

す。逆に言うと、当面できそうもないことはあまり書かずに、少しフェールセーフに慎

重に書き過ぎているのではないかというところがありまして、それを幾つか指摘したい

と思います。 
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 １つは、資料５でいきますと、４ページの当面の新たな目標のところで、活用・管理

の努力と工夫を行うことになっています。これは本来なら工夫だけでいいのですけど、

努力まで書いていて、工夫し切れなくても努力したからいいだろうという感じに捉えら

れると、後ろ向きで残念です。果たして最終目標に努力を入れるのかなというのが１点

です。 

 それから、今回は基本的なコンセプトとして市場原理をうまく活用するという点です。

不十分にしか活用できないところも、新しい IT 技術も使いながらその徹底を図る。しか

し、それでもできないことは政府でやっていこうということで、その工夫すべきところ

をもう少し書き込めないかということです。５ページの最後の施策の方向性のところに

も、「国や地方公共団体は原則受け取らない現状を踏まえた制度的な対応が必要」とし

ていますが、これについて何を主な施策で書いているかというと、６ページのところで、

「住民と行政の間に介在するような組織等の制度も検討」だという指摘になっています。

それが７ページ、今後の新たな管理のあり方を検討していこうということについても、

「実態把握に努める」というのと、「本格的な議論を開始する」ということに留まって

います。施策の方向としては間違っていませんが、な議論のスタートとなる、もう少し

具体的な契機を提起できないかという思いがあります。 

 仮に新しい制度になっても、土地や家屋の供給が絶対的に過剰だとしたら、市場原理

を徹底するだけでは、不十分です。住宅供給の調整には多くの時間を要します。国土交

通省のなかでも、土地・建設・経済産業局だけではなく、住宅局や都市局等も含めてト

ータルにどうやって対応していくかということが重要です。 

 これを踏まえて最後に気になったのは、３ページの空き家・空き地の増加と土地の所

有・利用意欲の減退のところです。この最後から２つ目のパラグラフの最後に、もはや

「土地は有利な資産ではない」との前提に立った制度の構築が必要な状況ということで、

きつめの警鐘を出しています。警鐘を鳴らすこと自体は大いに賛成ですが、ここまで言

いきるのは、少しきつ過ぎる感じがします。今でもそれこそリートの利率が高いのは事

実ですから。行き過ぎはいけないんですが、今後も良質な不動産は最も有望な運用資産

の１つであるように思います。それを考えると、この辺の記述はもう少し丁寧に書いた

ほうがよいと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  では、奥田委員、どうぞ。 
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【奥田委員】  先ほど、資料７で施策の方向性ということで、４ページのところに全

体大枠があって、国、都道府県レベルのもののビジョンがあって、戦略があって、戦術

があるという形で、こういうピラミッドを描いていただいているのは非常にわかりやす

いと思います。 

 これに加えて、前回の部会でもご発言ありましたけれども、国として、都市として、

あるいは地方として国際化ということを今後進めていくということはあると思います。

内需がかなり減少していく中で、国際化の視点というのはかなり重要であろうと。それ

に対応した都市づくり、あるいは地域づくりという点は最適活用の分野、あるいは創造

的活用の分野に当然入ってくるのであって、そういう重視をすべき分野については積極

的に取り組んでいこうという側面を打ち出していただく、国際化の視点といった用語も

入れていただけるとよろしいのかなと思いました。 

 それから、資料５ですが、所有・利用意欲が低下した土地のところの６ページの主な

施策なんですけれども、①の書き方に関しては、最初のポツの空き家・空き地等云々の

寄附等の促進、後ろにプロフェッショナル等が連携してとあるんですけれども、書き方

としては前半、後半を逆にする形で、先ほどの目標にもありましたようにまずは最適な

活用、それから創造的活用を頑張ってやってみよう、それでもだめであればやむなし寄

附等の促進につなげるという形で、これは市場の原理の中でどうにもならない土地と不

動産ということになろうかと思いますので、トーンとしては、まずはやれるべきものを

民の力を使いながらやっていくという形を先に出したほうがわかりやすいのかなと思い

ます。 

 また、その下の②のところなんですけれども、空き家・空き店舗等の再生・活用、こ

こに、１つは不動産特定共同事業の活用が書かれているわけなんですが、まず、そもそ

もの創造的活用のところで活用の選択肢を増やすというのが書かれているわけです。こ

の活用の選択肢を増やしていくというところが、もう少しこの部分についても書かれて

もいいのかなと。というのは、例えば地方の地元の住民の方たちからすれば、不動産特

定共同事業という言葉は知らないんですね。やはり不動産業者さんが入って、例えばい

ろいろ再開発をするとか、建てかえをするとか、大規模な商業施設に建てかえるとか、

そういう提案があったとしても、地域の方たちがすぐにそれに乗れるかというと、なか

なかそういうふうには乗れないというところもたくさんあって、今、いろいろ地方でさ

まざまな取り組みがなされている中で比較的うまくいっているというか、例えば観光客
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が呼び込めている、地域が活性化しているというところは、その地域のもともとあった

よさを生かすとか、伝統を生かすとか、地理的な側面、住んでいる人がなかなか気づか

ないけれども、外の方たちから見たらすごく魅力的な地域が持っている魅力というもの

を引き出す利用の仕方という、こういうものを生かしたところがうまくいっている例も

あって、もしかしたら既存の単純な有効活用というものが、例えばリフォームとか、建

物や空き家をそのまま使った利用というものも利用方法としてあるかもしれませんし、

メニューを多く提示して、さまざまな所有者の事情を踏まえたような活用ができる、そ

ういう情報提供なりノウハウの提供という仕組みなり取り組みを推進していこうという

観点を、例えばここの部分なんかは入れていただけるといいのかなと思いました。 

【中井部会長】  ほかはいかがでしょうか。はい、山野目委員、どうぞ。 

【山野目委員】  小さな表現の問題１つのみですけれども、資料５の骨子案の最後の

７ページ後半、（４）土地・不動産の新たな管理システムの構築の中の、そのページの

下から６行目ですが、「土地利用のたたみ方」という言葉が出てきますが、この「たた

み方」という言葉はお役所言葉のにおいがすると感じます。私が土地利用だったらたた

まれたくありません。何かお考えいただければありがたいです。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。ほかいかがでしょうか。 

 もしあれでしたら、おおむね時間も予定の時間になっておりますが、ちょっと私から

部会長の立場を離れて一委員ということで幾つかコメントを申し上げたいと思います。

１つは、全般的に皆さんからございましたけれども、今回の土地政策はわりあいと経済

成長の話ももちろんあるんだけれども、やっぱり国民の生活の質をどうやって上げてい

くかというところをもっと強調すべしというのは、まさにそのとおりだと思いますので、

お願いしたいと思います。 

 それから２番目は、これまでの土地政策は、やはり土地のフローをどうしていくかと

いうことだったかなと思うんですけれども、明らかに今回ここで議論しているのはスト

ックをどうマネジメントしていくかという話だと思うんです。ですから、そこが非常に

大きく切りかわっているところで、それで、ストックマネジメントの一丁目一番地とい

うか、大原則は、今きっちり使われているものはそのままきっちり使われるようにする

ということだと思うんです。ですから、そこはまずしっかり押さえられた上で、今回出

てきている空き地・空き家の話だとか、あるいはピンポイントの需要にどうやって対応
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していくかといった話があるので、まず今、現状、優良な管理がなされて、きっちりと

使われている土地は、可能な限りそれが継続されるようにするというのが非常に大きな

ポイントなのかなと思います。 

 それから、あとは少し個別論点のところに入るんですけれども、施策の方向性の具体

的なところになるとよろしいかなと思うんですが、ちょっと気になったのが、資料７の

３ページに絵があるんですけれども、ここで市街地があって、市街地のコンパクト化＋

ネットワークによる都市全体の生産性向上と、これは大変結構ですし、その横に黄色い

ところがあって、これも以前この部会にヒアリングで来ていただいたときだったかと思

いますけれども、なるべく既成市街地に近接したところでこういうことをというところ

があったので、ここはいいんですけれども、インターチェンジ周辺のところが、まず第

一に気になるのはネットワークのノード周辺と書いてあるんですけれども、「コンパク

ト＋ネットワーク」のネットワークは、通常公共交通のネットワークのことを言ってい

るので、高速道路はネットワークに入っていないというのが多分普通の理解だと思うん

です。 

 ですから、ここはもちろんこういうニーズがあることは理解できますし、それにどう

対応していくかというのは大きな課題なんですけれども、やっぱり「コンパクト＋ネッ

トワーク」という大きな枠組みの中でこういうものをどう位置づけていくのか、そうい

うピンポイント、あるいはスポット的なニーズに対応した上で、これまでのような無秩

序な市街化の拡大みたいなのは起こさないという前提の上でこれは考えられているとい

うことを少し強調していただいたほうがいいのかな。あくまでもやっぱり「コンパクト

＋ネットワーク」という国土形成の大目標に資する部分ですということじゃないと、や

やここはそれとは違うんじゃないでしょうかというのは以前の部会の中でも議論があっ

たとおりだと思います。 

 それから２つ目は、委員の皆さんからもありましたけれども、行政は一体何をやった

らいいのかがよくわからないところがあって、例えば寄附については、もっと受け付け

ろと言っているのか、それとももうやめろと言っているのか、どっちの立場なのかよく

わからないんですね。これでもう少し書き込まれていく中で整理されていくのかなと思

いました。 

 それから最後は、これは事務局が私のところに事前に来られたときにお話ししたんで

すけれども、住生活基本計画では、空き家の中でも住宅ストックとして使える空き家は
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１００万戸ぐらいしかないと。つまり、残りの空き家は、簡単に言ってしまえば除却す

るほうが望ましいという空き家のことなんですね。そうだとすると、これが除却される

と全部空き家は空き地に変わっていくと。もちろん、空き家は第一義的には住宅政策の

問題でもあるんですけれども、空き地になると土地政策のほうが関係してくるというこ

とで、住宅政策と土地政策をどう連動させていくのか、連携していくのかというのは、

特にこの空き地・空き家問題では大事な視点かなと感じております。 

 逆に、更地になったらまた創造的活用の選択肢も広がるという側面もないわけではな

いというか、むしろそれは結構ある話で、更地になった途端に売れましたとか、更地に

なった途端に新しい菜園利用とかいうニーズが出てきたという例もありますので、少し

空き地・空き家のところは、住宅政策との連携も意識しながら、もう少し創造的活用の

範囲が広がっていくようなイメージで、しかもそれが生活の豊かさにつながっていくよ

うなイメージで書いていただけないかなと思っておるところでございます。 

 私からは大体それぐらいで、ちょうど時間も参りましたので、最後に事務局から少し

レスポンスをいただいて、それで今後の予定だったかな。じゃ、まずは事務局のほうか

ら一言何かございましたらお願いしたいと思います。 

【総務課長】  どうもありがとうございます。今のところで申し上げますと、どうい

う目標を掲げて、どういうアウトプットを出すかということで、辻委員がおっしゃりた

いのは、私なりに解釈いたしますと、両者にギャップがあるんじゃないかということか

と思います。目標を掲げたのはいいけど、やることというのは非常にシュアなものしか

書いていなくて、その間というのをグレーな部分はグレーな部分としてでもいいから書

いておくようにというご指摘かなと思います。そこの整合性とかはチェックをしてみた

いなと思ってございます。 

 それから、表現の工夫の問題ですとか、そういうのはご指摘を踏まえて修正と申しま

すか、文章化するときに工夫をしてみたいと思ってございます。 

 それから、大きな話として中井部会長のほうからお話がございましたけれども、土地

のフローからストックマネジメントの時代に合ったといった、先ほどのお話とも絡みま

すけれども、マクロな動きとしてどういう打ち出しといいますか、整理をするかという

のが非常に大きな話としてあったのかなと思ってございます。 

 それから、住宅政策とは、空き家・空き地の問題など今後とも当然連携していきたい

と思ってございます。 
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 私からは以上でございます。 

【中井部会長】  はい、ありがとう……。 

【総務課企画官】  すいません、ちょっと１点だけ。 

【中井部会長】  はい、どうぞ。 

【総務課企画官】  １点だけすいません。ここの「コンパクト＋ネットワーク」の話

で、部会長のおっしゃるとおりなんですけれども、国土形成計画ではいわゆる重層的か

つ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」という意味の捉え方として、対流型国土という

ことで、規模の大きい主要インフラのインターチェンジ、結節点（ノード）は計画的に

活用していくという方針が明確化されております。いわゆる「コンパクト＋ネットワー

ク」のネットワークには公共交通という意味と、国土形成計画上の対流型国土のための

ネットワークという意味合いもあります。そこら辺混同がないようには書きたいとは思

います。あと寄附の話は、基本的には基礎的自治体の寄附の受け入れの問題なので、非

常に難しい部分ではあります。少なくとも寄附を何でもかんでも受け入れようというの

はかなり難しい状況になってくるとは思いますが、ただ、例えば宅建業者が物件の見き

わめをした上で、活用の方策があるものについて寄附を受け入れられるような地域での

体制をつくっていくこと等によって今以上に寄附が受け入れられるようになる可能性も

あるのではないかという趣旨です。そういった中での、寄附で受け入れられれば低廉に

貸すこともできまして、地域での活用が促進されるという側面もあり、そのような取り

組みをイメージをしておりますので、あまり誤解がないように表現ぶりを工夫したいと

思います。 

【中井部会長】  ありがとうございました。それでは、少し時間オーバーしてしまい

ましたけれども、委員の皆様方で追加のご意見がございましたら、５月の末までに事務

局のほうに直接お伝えいただければと思います。また、それらを踏まえまして、事務局

で取りまとめの案を作成いただき、なるべく早く委員の皆様にお示しするようにお願い

をいたします。 

 それでは、時間をちょっとオーバーしてしまいましたけれども、本日の審議はこれで

終了といたします。最後に、事務局から次回の部会について、連絡事項ございましたら

お願いいたします。 

【総務課長】  どうもありがとうございました。今、部会長からご指示ございました

ように、５月末までに皆様方からいただいたご意見、それから当然今日のご審議も踏ま
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えまして、文章化をしたいと思ってございます。なるべく早く皆様にお示しできればと

思ってございます。 

 それから、次の部会の日程でございますけれども、次回の企画部会につきましては６

月２１日火曜日でございます。詳細につきましては、後日またご連絡申し上げたいと思

います。 

 以上でございます。本日は大変お忙しい中、熱心にご議論いただきまして、ありがと

うございます。これにて散会とさせていただきたいと思います。どうもありがとうござ

います。 

 

―― 了 ―― 

 

 

 


